
4,910,804 3,603,574

現 金 及 び 預 金 710,860 支 払 手 形 492,207

受 取 手 形 156,285 買 掛 金 334,217

売 掛 金 1,640,489 短 期 借 入 金 1,900,000

商 品 329,652 １年以内返済予定
長 期 借 入 金

327,500

製 品 236,314 未 払 金 152,971

原 材 料 1,318,665 未 払 費 用 35,971

仕 掛 品 14,047 未 払 法 人 税 等 187,000

貯 蔵 品 70,551 未 払 消 費 税 等 27,207

前 払 費 用 29,157 賞 与 引 当 金 114,197

繰 延 税 金 資 産 156,760 その他の流動負債 32,301

短 期 貸 付 金 202,379

その他の流動資産 48,886
貸 倒 引 当 金△ 3,245

3,023,417 834,424

1,037,012 長 期 借 入 金 387,500

建 物 242,586 繰 延 税 金 負 債 67,999
構 築 物 6,957 退職給付引当金 186,692

機 械 装 置 88,795 役員退職慰労引当金 192,232

車 輌 運 搬 具 588 4,437,998

工 具 器 具 備 品 279,420

土 地 418,663 541,000

37,414 713,420

ソ フ ト ウ ェ ア 31,164 資 本 準 備 金 669,420

電 話 加 入 権 6,250 利 益 準 備 金 44,000

1,948,990 1,922,118

投 資 有 価 証 券 565,144 別 途 積 立 金 1,683,000

子 会 社 株 式 424,384 当期未処分利益 239,118

出 資 金 57,802 （うち当期利益） 202,932

子 会 社 出 資 金 570,309 319,832

長 期 貸 付 金 144,576 △ 147

差 入 保 証 金 126,096

保 険 積 立 金 54,360

そ の 他 の 投 資 6,330

貸 倒 引 当 金△ 14 3,496,223

7,934,222 7,934,222

評 価 差 額 金

資 産 の 部 合 計 負債及び資本の部合計

有 形 固 定 資 産

負 債 の 部 合 計

資 本 の 部

資 本 金

法 定 準 備 金

投 資 等

資 本 の 部 合 計

自 己 株 式

剰 余 金

貸　　借　　対　　照　　表

(平成１４年３月３１日現在）

科　　　　目 金 額 　科　　　　目

資 産 の 部

（単位：千円）

流 動 負 債

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産

負 債 の 部

金　　　額　

固 定 負 債



営　業　収　益

売 上 高 8,321,767 8,321,767

営　業　費　用

売 上 原 価 5,563,610

販売費及び一般管理費 2,460,882 8,024,492

営 業 利 益 297,275

営　業　外　収　益

受 取 利 息 12,068

受 取 配 当 金 2,809

受 取 保 険 金 32,036

為 替 差 益 32,858

そ の 他 6,964 86,736

営　業　外　費　用

支 払 利 息 24,267

新 株 発 行 費 償 却 2,810

有 価 証 券 売 却 損 3,977

そ の 他 2,427 33,482

経 常 利 益 350,529

特　別　利　益

固 定 資 産 売 却 益 421

賞 与 引 当 金 戻 入 額 4,848 5,269

特　別　損　失

固 定 資 産 除 却 損 1,615

リ ー ス 解 約 損 83 1,699
354,099

187,838
△ 36,671 151,166

202,932
36,185

239,118

金　　　額科　　　目

損　　益　　計　　算　　書
平成１３年４月　１日から

平成１４年３月３１日まで
（単位：千円）

営

業

損

益

の

部
営

業

外

損

益

の

部

経

常

損

益

の

部
特

別

損

益

の

部

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益



  

（注記事項） 

１．重要な会計方針 

  （１）有価証券の評価基準及び評価方法      

        子会社株式及び     移動平均法による原価法 

     関連会社株式 

    その他有価証券       

     時価のあるもの   決算日の市場価格等に基づく時価法 

               （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 

               移動平均法により算定しております。） 

     時価のないもの   移動平均法による原価法 

 
（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品         移動平均法による原価法 

    製品・仕掛品         個別法による原価法 

                              （一部については、移動平均法による原価法） 

        原材料                移動平均法による原価法 

                              （一部については、総平均法による原価法） 

    貯蔵品                個別法による原価法 

 

 （３）固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産        定率法によっております。 

               ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物 

               附属設備を除く）については、定額法を採用しておりま 

               す。 

               なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産につ 

               いては、3 年均等償却によっております。 

    無形固定資産        自社利用のソフトウェアについては、社内における見込     

               利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 
（４）繰延資産の処理方法 

   新株発行費      支出時に全額費用として処理しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

（５）引当金の計上方法 

    貸倒引当金      債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について 

               は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい 

               ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上 

               しております。 

     賞与引当金      従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に基づ 

                              く支給見込額を計上しております。 

               なお、総合職従業員については年俸制のため、賞与引当 

               金を計上しておりません。 

    退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、引当金計上して

おります。 

    役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金 

               規程に基づく期末要支給額を計上しております。 

               なお、当制度は平成 13 年 3 月末をもって廃止となり、 

               「役員退職慰労引当金」は制度適用期間中から在任して 

               いる役員に対する支給予定額であります。 

                              また、この引当金は商法第 287 条ノ 2 に規定する引当金

であります。 

         
 （６）リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ 

       ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお 

    ります。 

 

（７）消費税等の      税抜方式を採用しております。 

    会計処理方法 

 

 
（追加情報） 

 「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則」の改

正により、当期から自己株式は資本の部において控除する形式で記載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

２．貸借対照表の注記 

 （１）子会社に対する短期金銭債権          650,965 千円 

                    長期金銭債権          144,576 千円 

                      短期金銭債務           97,583千円 

 （２）有形固定資産の減価償却累計額        744,579 千円 

（３）貸借対照表に計上した固定資産のほか、精密金型部品製造用設備、光関連機器部

品製造用設備、自動化支援機器製造用設備等の一部については、リース契約によ

り使用しております。 

（４）重要な外貨建資産及び負債 

   現金及び預金                      101,887 千円（ 760 千米ﾄﾞﾙ他） 

   売 掛 金                             440,196 千円（3,303千米ﾄﾞﾙ） 

   短 期 貸 付 金                   46,467千円（  348 千米ﾄﾞﾙ） 

   子 会 社 株 式                         136,631 千円（1,000千米ﾄﾞﾙ他） 

   出  資  金            55,792千円（3,676千人民元） 

   子会社出資金                             570,309 千円（4,850千米ﾄﾞﾙ） 

   長 期 貸 付 金                           144,576 千円（1,085千米ﾄﾞﾙ） 

   買 掛 金                              95,339千円（  715 千米ﾄﾞﾙ） 

 （５）担保に供している資産 建  物      23,630千円 

                土  地     170,820 千円 

               投資有価証券  354,290 千円 

  （６）受取手形割引高             180,494 千円 

（７）保証債務引受高                   1,008,730千円 

 （８）１株当たり当期利益                   34 円 19 銭 

    （注）１株当たり当期利益は当期から自己株式を控除して算出しております。 

 （９）資産の時価評価に伴う評価差益 

   資産について時価を付したことにより、時価の総額が取得価額の総額を超えてい 

   るため増加した貸借対照表の純資産額は 319,832 千円であります。 

 （10）期末日満期手形 

    期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当期末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含ま

れております。 

     受取手形              28,969千円 

     支払手形              115,945千円 

 

３．損益計算書の注記 

    子会社との取引高 

         売上高                             501,057 千円 

     仕入高                           1,179,270千円 

         営業取引以外の取引高                64,986千円 

 



これを次のとおり処分いたします。

60,058,970

区 分

（ １ 株 に つ き １ ０ 円 ）

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

利 益 配 当 金

145,000,000

34,059,161

利　益　処　分

（単位：円）

金 額

239,118,131当 期 未 処 分 利 益


